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令和元年１２月４日判決言渡 同日原本領収 裁判所書記官 

平成３０年（ワ）第１８５７３号 不当利得返還請求事件 

口頭弁論終結日 令和元年１０月１１日  

判         決 

原       告              Ｘ 5 

被       告  株 式 会 社 マ コ メ 研 究 所 

同訴訟代理人弁護士  伊   藤       真 

           平   井   佑   希 

           丸   田   憲   和 

主         文 10 

１ 原告の請求を棄却する。 

２ 訴訟費用は原告の負担とする。 

事 実 及 び 理 由 

第１ 請求 

１ 被告は，原告に対し，１００万円及びこれに対する平成３０年７月１０日か15 

ら支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。 

２ 訴訟費用は被告の負担とする。 

３ 仮執行宣言  

第２ 事案の概要 

１ 本件は，発明の名称を「アンテナカップリングによるデジタル信号伝送方法」20 

とする特許権を有する原告が，被告は，デジタル式地殻活動総合観測装置に組

み込まれた無線ユニットを用いて別紙イ号方法目録記載のデジタル信号伝送

方法を実施しており，同行為が原告の特許権を侵害するとともに，仮に同行為

が直接侵害に当たらないとしても，被告が上記観測装置を製造，販売する行為

が原告の特許権の間接侵害（特許法１０１条４号又は５号）に該当するとして，25 

被告に対し，民法７０３条に基づく不当利得金３０００万円及び民法７０４条
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前段所定の法定利息１１６３万２５００円の合計４１６３万２５００円のう

ち１００万円及びこれに対する催告の後である平成３０年７月１０日（訴状送

達の日の翌日）から支払済みまで民法所定の年５分の割合による遅延損害金の

支払を求める事案である。 

２ 前提事実（当事者間に争いがない事実並びに後掲証拠及び弁論の全趣旨によ5 

り認定できる事実。なお，本判決を通じ，証拠を摘示する場合には，特に断ら

ない限り，枝番を含むものとする。） 

(1) 当事者 

  原告は，平成２０年３月３１日に退職するまで，名古屋大学地震火山防災

研究センターに所属していた。（弁論の全趣旨） 10 

  被告は，磁気センサー，磁気スケール，磁気カードリーダー等，磁気応用

機器の開発，製造，販売を目的とする株式会社である。 

(2) 原告の有する特許権等 

 ア 有限会社テクノ東郷（以下「テクノ東郷」という。）は，以下の特許権

（以下「本件特許権」といい，これに係る特許を「本件特許」という。）15 

を有していた（以下，本件特許に係る明細書及び図面を併せて「本件明細

書」という。）。なお，本件特許の発明者は原告である。（甲１） 

登 録 番 号  特許第３６８９８７９号 

出 願 日  平成８年１０月２５日（特願平８－３２０６８４） 

登 録 日  平成１７年６月２４日（平成２７年６月２４日存続期間20 

満了） 

発明の名称  アンテナカップリングによるデジタル信号伝送方法 

   イ テクノ東郷は，平成２２年１１月２４日，原告に対し，本件特許権の持

分４分の１を無償で譲渡し，さらに，平成２９年１２月１２日，原告に対

し，持分４分の３を無償で譲渡するとともに，本件特許権に係る不当利得25 

返還請求権を譲渡した。（甲２，１０） 
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(3) 本件各発明の特許請求の範囲 

  本件特許に係る特許請求の範囲の記載は，以下のとおりである（以下，同

各請求項に記載の発明を，それぞれ符号の順に「本件発明１」などといい，

併せて「本件各発明」という。なお，下線部は手続補正により付加された部

分である。）。 5 

 ア 請求項１（本件発明１） 

  「ボーリング孔に埋設して長期間使用するボアホール用の歪計や傾斜計

よりデジタルデータを地表の受信装置に伝送する方法において， 長い信号

線や電源線がボアホール用の歪計や傾斜計と一体となり地表の受信装置と

接続されている構成のボアホール用の歪計や傾斜計で，デジタル化した信10 

号を電波に変換する手段と，落雷によって歪計や傾斜計と一体となってい

る長い信号線や電源線に生じる誘導電圧から， 歪計や傾斜計内部の電子回

路を保護するために， 前記手段により変換した電波を，歪計や傾斜計内部

において２～３ｃｍの距離でカップリングさせた同軸ケーブルの先端に付

けたアンテナを介して同軸ケーブルで送出する手段と，前記手段により送15 

出された電波を，ボーリング孔に埋設した歪計や傾斜計と一体となってい

る長い信号線や電源線と接続されている受信装置で，デジタル信号に変換

する手段，を有することを特徴とするアンテナカップリングによるデジタ

ル信号伝送方法．」 

イ 請求項２（本件発明２） 20 

「ボーリング孔に埋設して長期間使用するボアホール用の歪計や傾斜計

より，デジタルデータを地表に設置した受信装置に伝送する方法において，

長い同軸ケーブルが信号線と電源線を兼ねていること，を特徴とする請求

項１記載のアンテナカップリングによるデジタル信号伝送方法．」 

ウ 請求項３（本件発明３） 25 

「ボーリング孔に埋設して長期間使用するボアホール用の歪計や傾斜計
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より，デジタルデータを地表に設置した受信装置に伝送する方法において，

請求項１記載の方法により，地表に設置したデータ送信装置から，ボーリ

ング孔に埋設して長期間使用するボアホール用の歪計や傾斜計にデジタル

信号を送ること，を特徴とするアンテナカップリングによるデジタル信号

伝送方法．」 5 

(4) 本件各発明の構成要件 

 本件各発明を構成要件に分説すると，次のとおりである。 

ア 本件発明１ 

１Ａ ボーリング孔に埋設して長期間使用するボアホール用の歪計や傾

斜計よりデジタルデータを地表の受信装置に伝送する方法において， 10 

１Ｂ 長い信号線や電源線がボアホール用の歪計や傾斜計と一体となり

地表の受信装置と接続されている構成のボアホール用の歪計や傾斜

計で，デジタル化した信号を電波に変換する手段と， 

１Ｃ 落雷によって歪計や傾斜計と一体となっている長い信号線や電源

線に生じる誘導電圧から，歪計や傾斜計内部の電子回路を保護するた15 

めに，前記手段により変換した電波を，歪計や傾斜計内部において２

～３ｃｍの距離でカップリングさせた同軸ケーブルの先端に付けた

アンテナを介して同軸ケーブルで送出する手段と， 

１Ｄ 前記手段により送出された電波を，ボーリング孔に埋設した歪計や

傾斜計と一体となっている長い信号線や電源線と接続されている受20 

信装置で，デジタル信号に変換する手段，を有することを特徴とする 

１Ｅ アンテナカップリングによるデジタル信号伝送方法. 

イ 本件発明２ 

２Ａ ボーリング孔に埋設して長期間使用するボアホール用の歪計や傾

斜計より，デジタルデータを地表に設置した受信装置に伝送する方法25 

において， 
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２Ｂ 長い同軸ケーブルが信号線と電源線を兼ねていること，を特徴とす 

  る 

２Ｃ 請求項１記載のアンテナカップリングによるデジタル信号伝送方

法. 

ウ 本件発明３ 5 

３Ａ ボーリング孔に埋設して長期間使用するボアホール用の歪針や傾

斜計より，デジタルデータを地表に設置した受信装置に伝送する方法

において， 

３Ｂ 請求項１記載の方法により，地表に設置したデータ送信装置から，

ボーリング孔に埋設して長期間使用するボアホール用の歪計や傾斜10 

計にデジタル信号を送ること，を特徴とする 

３Ｃ アンテナカップリングによるデジタル信号伝送方法. 

(5) 本件特許の出願経過 

ア 本件特許の出願当時における特許請求の範囲の請求項１は，以下

のとおりであった（乙１５の１）。 15 

   「人が近づけない場所に設置した測定装置より測定データを受信

装置に伝送する方法において，デジタル信号を電波に変換する手段

と，変換した電波をカップリングさせたアンテナを介して同軸ケー

ブルで送出する手段と，送出された信号を受信装置でデジタル信号

に変換する手段，を有することを特徴とするアンテナカップリング20 

によるデジタル信号伝送方法．」 

 イ これに対し，平成１６年９月７日付け拒絶理由通知書が出されたた

め，原告は，同年１１月１１日，手続補正書（乙１５の２）により，

特許請求の範囲のうち，「変換した電波をカップリングさせたアンテ

ナを介して同軸ケーブルで送出する手段と，」との部分を，「落雷によ25 

って歪計や傾斜計と一体となっている信号線や電源線に生じる誘導
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電圧から，歪計や傾斜計内部の電子回路を保護するために，前記手段

により変換した電波を，歪計や傾斜計内部において２～３ｃｍの距離

でカップリングさせたアンテナを介して同軸ケーブルで送出する手

段と，」と補正した（乙１５の２）。   

また，同日に原告が提出した意見書には，「同軸ケーブルは，密閉5 

された測定装置内部で２～３ｃｍ離れています．また，落雷に伴う高

周波の誘導電圧に対し，図示したコイルは大きなインピィーダンスを

持ちます．これらの理由で，落雷による誘導電圧のエネルギーは測定

装置内部には進入しにくくなり，結果として，電子回路が保護されま

す．」との記載がある（乙１５の３）。 10 

ウ これに対し，平成１７年２月２日付け拒絶理由通知書が発出され

た。同通知書には，「本願明細書等を参酌してもカップリングの距離

を２～３ｃｍとすることによる臨界的意義は認められないから，カ

ップリングの距離を２～３ｃｍとすることは当業者が行なう単なる

設計事項にすぎない。」との記載がある（乙１５の４）。 15 

これに対し，原告は，平成１７年３月１６日，２回目の手続補正書

により，特許請求の範囲の上記部分を，「落雷によって歪計や傾斜計

と一体となっている長い信号線や電源線に生じる誘導電圧から，歪計

や傾斜計内部の電子回路を保護するために，前記手段により変換した

電波を，（判決注：改行）歪計や傾斜計内部において２～３ｃｍの距20 

離でカップリングさせた同軸ケーブルの先端に付けたアンテナを介

して同軸ケーブルで送出する手段と，」と補正した（乙１５の５）。 

   また，同日に提出された意見書には，「本願発明の対象とするデー

タ送受信を実施する空域は，ボアホール内に設置する歪計や傾斜計

から構成される測定装置の耐圧容器内です．距離を離して大きな空25 

域を設けると装置全体が大きくなり，耐圧構造を保つために部材を
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強化しなければなりません．部材を強化すると測定装置が高価にな

ります．また，測定装置が大きくなると測定装置をボアホール孔に設

置することが難しくなり，設置経費が高価になります． 

ボアホール内で使用する歪計や傾斜計は，直径約１０ｃｍ程度で，

気密性が高い空域に収納しなければなりません．この歪計や傾斜計だ5 

けでなく，歪計や傾斜計の信号を増幅する回路，Ａ／Ｄ変換回路，デ

ータ送信用の無線回路等も同じ容器内に収納する必要があります．多

数の回路を収容する必要があり，アンテナ部分の空域は小さくするこ

とが望まれます．しかし，測定装置を小さくする目的で，アンテナ部

分をあまり密結合構造にすると，本来の目的である落雷に伴う誘導電10 

圧から，測定装置内部の電子回路を保護する能力が低下します． 

これらの相反する条件を参酌し，２～３ｃｍ離すことが最も適し

た距離であるといたしました．」との記載がある（乙１５の６）。 

 エ 平成１７年５月１７日，本件各発明は特許査定となった（乙１５の

７）。 15 

(6) デジタル式地殻活動総合観測装置の設置 

別紙「利息計算用年数と月数の表」と題する書面の番号１～１９の「設置

工事日」欄記載の日に「設置場所（観測点名・県名）」欄記載の場所に合計

１９台のデジタル式地殻活動総合観測装置が設置された（以下，併せて「本

件各観測装置」という。） 20 

  (7) 被告の行為 

ア 被告は，本件各観測装置に使用されるセンサー，基板（電子回路部），

観測装置から受信したデータを処理するための地上装置，地下計器のファ

ームウェア及び地上で地下計器とデータのやり取りを行うソフトウェアを

製作した上，テクノ菅谷が納品した機構部及びシステム技電が納品した無25 

線基板と上記基板（電子回路部）との接続作業を行うとともに，各部品の
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組立後，完成した本件各観測装置について総合検査並びに地中への設置時

及び設置後の観測によるデータの取得を行った。 

イ 被告は，デジタル式２連地殻活動総合観測装置を製造し，平成１９年１

月頃，菊川観測点に設置した（以下「菊川観測装置」という。）。（乙７） 

ウ 原告が本件各観測装置の無線ユニット（以下「本件無線ユニット」とい5 

う。）により行われていると主張するデジタル信号伝送方法の構成は，別

紙イ号方法目録記載のとおりである（イ号方法の構成については争いがあ

り，その認定は構成要件充足性の判断によることになるので，ここでは原

告の主張する構成を摘示する。）。 

 (8) 消滅時効の援用 10 

被告は，平成３０年１１月１９日の第１回弁論準備手続期日において，本

件各観測装置に係る不当利得返還請求権につき，消滅時効を援用する意思表

示をした。 

３ 争点 

(1) イ号方法は本件各発明の技術的範囲に属するか（争点１） 15 

 ア 構成要件１Ｃの充足性（争点１－１） 

 イ 均等侵害の成否（争点１－２） 

(2)  被告による侵害行為の有無（争点２） 

ア 直接侵害の成否（争点２－１） 

イ 間接侵害の成否（争点２－２） 20 

(3) 特許権者による無償実施の承諾の有無（争点３） 

(4) 消滅時効の成否（争点４） 

(5) 原告の損失額（争点５） 

第３ 争点に関する当事者の主張 

１ 争点１－１（構成要件１Ｃの充足性）について 25 

 〔原告の主張〕 
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   本件無線ユニットの使用するデジタル信号伝送方法は，「落雷によって…生

じる誘導電圧から…保護するため」，電波を「２～３ｃｍの距離」でカップリ

ングさせた同軸ケーブルの先端に付けた「アンテナを介して」「同軸ケーブル」

で送出する手段を備えており，構成要件１Ｃを充足する。 

  (1) 「アンテナを介して」いること 5 

本件無線ユニットの基板上のトロイダルトランスは，そのコアに巻かれた

コイルから電波（電磁波）が送出されて磁束が変化し，これによって電磁誘

導により受信側のコイルに誘導電圧を生じさせ，その電圧変化により通信を

行っており，アンテナとしての機能を果たしているから，構成要件１Ｃの「ア

ンテナを介して」を充足する。 10 

  (2) 「２～３ｃｍの距離」にあること 

被告は，トロイダルトランスを構成する２本の導線（コイル）が２～３ｃ

ｍの距離にないと主張するが，本件無線ユニットにおいて，無線通信で利用

している空域の距離は３ｃｍである。すなわち，本件無線ユニットのプリン

ト基板上の部品をみると，同軸ケーブルの先端を同基板に取り付けた部分か15 

ら最も遠くに位置するのはアレスタを同基板に取り付けた部分であり，その

中間にトロイダルトランスがある（甲４の５，乙２の７）。そして，被告の

主張を前提とすれば，トロイダルトランスの寸法は１２．２ｍｍであるから，

これを基準として上記最も離れた二つの取付け部分の距離を求めると，３．

３ｃｍ未満となり，これを四捨五入すると３ｃｍとなる。したがって，無線20 

通信で利用している空域で最も離れた距離が３ｃｍであるから，構成要件１

Ｃの「２～３ｃｍの距離」を充足する。 

被告は，無線基板上の水晶振動子がＨＣ－４９というサイズのものである

ことを前提に，同水晶振動子の寸法をもとにトロイダルトランスの２本のコ

イルが２～３ｃｍの距離にないと主張するが，水晶振動子には多数の種類が25 

あり，本件無線ユニットに使用されている水晶振動子がＨＣ－４９であると
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は限らないから，被告の主張は理由がない。 

    (3) 「落雷によって…生じる誘導電圧から…保護するため」であること 

    被告は，雷防止用アレスタが落雷からの保護作用を担っているから，トロ

イダルトランスは落雷からの保護作用を担っていないと主張するが，本件無

線ユニットに使われているアレスタ（ＤＳＡ－３０１）の直流放電開始電圧5 

はＤＣ３００Ｖ（２５５～３４５）となっており（甲４の２・３），これは，

ＤＣ３００Ｖ程度より高い電圧に対しては，アレスタの作用でＤＣ３００Ｖ

程度に抑えることができるが，それより低い電圧に対しては，その電圧が同

軸ケーブルを介してトロイダルトランスを構成するコイルに加わることを意

味する。つまり，ＤＣ３００Ｖより低い電圧に対しては，アレスタは電子回10 

路の保護機能を有しないのであり，このような低い電圧に対しては，コイル

が分離されたトロイダルトランスが，電子回路に過大な誘導電圧が加わらな

いようにし，保護機能を担っている。 

    したがって，構成要件１Ｃの「落雷によって…生じる誘導電圧から…保護

するため」を充足する。 15 

  (4) 「同軸ケーブル」を用いていること 

    被告は本件各観測装置の一部について，同軸ケーブルではなく光ファイバ

ーを用いていると主張するが，被告の従業員は，別件訴訟の証人尋問におい

て菊川観測装置に本件無線ユニットが使用されていた旨証言しており（甲９），

そうであれば，後記３〔原告の主張〕のとおり，菊川観測装置と本件各観測20 

装置の構造は同一であるから，本件各観測装置のいずれについても「同軸ケ

ーブル」が使用されていると考えられ，構成要件１Ｃの「同軸ケーブル」を

充足する。 

〔被告の主張〕 

  以下のとおり，イ号方法は，構成要件１Ｃを充足しない。 25 

 (1) 「アンテナを介して」いないこと 
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「アンテナ」とは，無線通信やラジオ，テレビ等の送受信を行うため，電

磁波エネルギーを空間に発射し，又は空間より受け取る装置をいうところ，

トランスは交流電力の電圧を変える装置であり，電磁波エネルギーを発射又

は受け取るという役割を果たすものではないから，トロイダルトランス又は

これを構成するコイルは，電波を送出又は受信する「アンテナ」に該当せず，5 

構成要件１Ｃを充足しない。 

 (2) 「２～３ｃｍの距離」にないこと 

デジタル式観測装置の無線通信ユニットが採用するトライダルトランスに

おいては，２本の導線は接しているから（乙２の２），この２本の導線は２

～３㎝の距離にあるものではない。このことは，プリント基板上の水晶振動10 

子ＨＣ－４９（乙２の３）及び８ピンＤＩＰ形状のＩＣ（乙２の５・６，２

０～２２）の寸法（乙１４，２３）に基づきトロイダルトランスの長手方向

の実寸を算出すると，１２．５ｍｍ（乙２の４）又は１２．２ｍｍ（乙２の

７）であるから，トロイダルトランスの長手方向の実寸に照らしても明らか

である。したがって，トロイダルトランスを構成する２本の導線（コイル）15 

は，相互に「２～３ｃｍの距離」にはなく，構成要件１Ｃを充足しない。 

 (3) 「落雷によって…生じる誘導電圧から…保護するため」ではないこと 

落雷による瞬間的ではあるが極度の大電流から電子回路を保護するため 

には相応の大きさと強度を有する装置が必要であり（乙３），そのような過

度の負荷がかかる機能をトロイダルトランスの導線（コイル）のような小型20 

の部品が果たすことはできないから，トロイダルトランスは「落雷によって

…生じる誘導電圧から…保護するため」のものとはいえず，構成要件１Ｃを

充足しない。 

  (4) 「同軸ケーブル」を用いていないこと 

本件各観測装置のうち，別紙「利息計算用年数と月数の表」と題する書面25 

の番号９，１６～１９の観測地点に設置されたものについては，同観測装置
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と地上との信号伝送経路に同軸ケーブルではなく，光ファイバーを用いてい

る（同番号１６の設置場所につき乙４，同１９の設置場所につき乙１３。）

から，構成要件１Ｃの「同軸ケーブル」を充足しない。 

２ 争点１－２（均等侵害の成否）について 

〔原告の主張〕 5 

  仮に，構成要件１Ｃにおける「アンテナを介して」の点及び「２～３ｃｍの

距離」の点が充足しないとしても，以下のとおり，本件特許の均等侵害が成立

する。 

 (1) 「アンテナを介して」について 

  ア トロイダルトランスのコイルがアンテナに当たらず，この点が相違点と10 

なるとしても，本件各発明の請求項にはアンテナの形状やその素材を限定

する記載はなく，トライダルトランスを除外する理由はない。実際上，本

件無線ユニットでは，トライダルトランスを使用してアンテナと同様に電

波による双方向通信が行われており，上記相違点は，本件各発明の本質的

部分に当たらない（第１要件）。 15 

  イ アンテナをトロイダルトランスに置き換えた本件各観測装置について，

無線ユニットが落雷に伴う誘導電圧で故障した旨の報告はないから，トロ

イダルトランスであっても本件各発明の目的を達することができるのであ

り，同一の作用効果を奏する（第２要件）。 

  ウ トロイダルトランスは，電磁エネルギーを効率よく相互交換できる部品20 

であって，無線ユニット用のプリント基板を小型にするには適した素材で

あり，電波を利用するデータの送受信に利用できることは，電波に関する

技術開発をしている当業者にとって公知の技術であった。そのため，アン

テナに代えてトロイダルトランスを用いることは，当業者であれば，本件

各観測装置の製造の時点で容易に想到することができた（第３要件）。 25 

 (2) 「２～３ｃｍの距離」について 
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  ア 仮に，トロイダルトランスのコイルの導線が２～３ｃｍの距離にないと

いう点が相違点となるとしても，本件各発明の本質的部分は，デジタル信

号の送受信に電波を利用することにあり，地下側無線ユニットの信号線が

同軸ケーブルの芯線と分離されているので，落雷に伴う誘導電圧から無線

ユニットを含む観測装置の電子回路が保護できるのである。カップリング5 

させたアンテナ相互の距離については，本件各発明と異なる原理が用いら

れているわけではなく，本件明細書等の【発明の実施の形態】（２頁３６

～３７行目）には「カップリングの距離を短くすれば電界強度はより大き

くなって，信号の伝送距離を長くできる」との記載があり，本件無線ユニ

ットによる信号伝送方法はこの記載の範囲に含まれるから，上記相違点は，10 

本件各発明の本質的部分ではない（第１要件）。 

  イ 被告は，本件特許の出願経過において「２～３ｃｍの距離」との記載が

補正により追加されたことから，それ以外の構成を意識的に除外している

と主張するが，審査過程において，審査官からアンテナ間の距離の変更に

関する示唆はなかったのであるから，この距離を短くすることは審査官が15 

許容した技術の範囲内であり，「２～３ｃｍの距離」以外の構成が意識的

に除外されているとはいえない（第５要件）。 

〔被告の主張〕 

  原告は，構成要件１Ｃの「アンテナを介して」及び「２～３ｃｍの距離」と

の各構成について均等侵害を主張するが，以下のとおり，均等侵害は成立しな20 

い。 

 (1) 相違点について 

   相違点は，「デジタル式観測装置による観測においては，電波を互いに２

ｃｍよりも短く，被覆を介して接する程度の距離にあるトロイダルトランス

の２つのコイルを介して送出するのに対し，本件各発明においては，落雷に25 

より生じる誘導電圧から歪計や傾斜計内部の電子回路を保護するために電波
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を２～３ｃｍの距離でカップリングされたアンテナを介して送出する点」と

把握すべきである。 

 (2) 第１要件 

   本件各発明は，地中に埋設して長時間使用する測定装置のデータ伝送方法

に関して，測定装置を落雷から保護する構成であり（本件明細書等の【発明5 

の属する技術分野】），その技術思想は，カップリングさせたアンテナを相

互に２～３ｃｍの距離に置くことによって，その性質上大型化が困難な地中

に埋設して長期間使用する測定装置においても測定装置を落雷から保護して

電子回路の故障を防止し，測定装置を再設置する経費を削減できるという点

にある。アンテナの距離が近すぎる場合，電界強度は大きくなり長距離の信10 

号伝送に耐え得るが，落雷の影響による誘導電圧が測定装置の電子回路に加

わらないようにすることができず，上記効果を奏することができない。 

   他方で，アンテナの距離が遠すぎる場合，落雷の影響による誘導電圧が測

定装置の電子回路に加わらないようになるから，上記効果を奏することがで

きるが，測定装置の筐体の大型化により，地中への埋設ができなくなるか，15 

設置費用が増大してしまう上，十分な電界強度が得られず必要な伝送距離を

保つことができない。このように，カップリングされたアンテナの距離は，

落雷からの電子回路の保護と測定装置の小型化及び伝送に必要な電界強度の

確保という２つの要請につきトレードオフの関係に立つところ，本件各発明

はこれらを両立させる適切な距離として「２～３ｃｍ」を採用したものであ20 

る。 

   そうすると，前記(1)の相違点は，本件各発明の本質的部分に係る相違に当

たるから，均等の第１要件を充足しない。 

 (3) 第２要件 

   アンテナの距離を２ｃｍよりも短くした場合，落雷による過大な誘導電圧25 

の影響を排除できないところ，本件各観測装置は，雷防止用アレスタの実装
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（乙３）という本件各発明とは全く別の構成を採用することで，観測装置を

落雷から保護するという目的を達成している。仮に，トロイダルトランスが

アレスタの放電開始電圧（３００Ｖ）までの電圧から電子回路を保護するこ

とができるとしても，落雷による誘導電圧は数千Ｖから数万Ｖという過大な

ものであり（乙２４），このような高い誘導電圧から電子回路を保護するこ5 

とが本件各発明の効果であるから，３００Ｖ程度の低い電圧から保護する機

能を有することをもって，本件各発明と同一の作用効果を奏するとはいうこ

とはできない。そのため，本件各発明を前記(1)の相違する構成に置換しても，

本件各発明と同一の作用効果を奏することができないから，均等の第２要件

を充足しない。 10 

 (4) 第３要件 

   カップリングされたアンテナを用いるのは，単に電波を利用してデータの

送受信を行うためではなく，それにより測定装置を落雷から保護するためで

あるのに対し，トランスは，一般に変圧器と呼ばれ，交流電圧を変更するた

めの部品であるから，これを落雷から電子回路を保護するための部品として15 

用いることを当業者が容易に想到することができたとはいえず，均等の第３

要件を充足しない。 

 (5) 第５要件 

   本件各発明の当初請求項には，「２～３ｃｍの距離」という記載はなかっ

た（乙１５の１）ところ，第１回目の手続補正で同記載が追加され（乙１５20 

の２），カップリングの距離を２～３ｃｍとすることは設計事項にすぎない

旨の拒絶理由通知書（乙１５の４）に対し，第２回目の手続補正を行い（乙

１５の５），その際に提出された意見書（乙１５の６）では，前記(2)のトレ

ードオフの関係にあることを参酌して，２～３ｃｍ離すことが最も適した距

離である旨が述べられ，これを受けて，本件各発明は特許査定となった。 25 

   このように，本件特許の出願人は，アンテナの距離を２～３ｃｍに限定し
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たのであり，それ以外の距離，すなわち，２ｃｍ未満及び３ｃｍより長い距

離については意識的に除外しているから，均等の第５要件を充足しない。 

 (6) したがって，均等侵害は成立しない。 

３ 争点２－１（直接侵害の成否）について 

 〔原告の主張〕 5 

被告は，菊川観測装置を製造，販売したことは認めながら，本件各観測装置

については，部品を納品しただけであり，製造，販売していないと主張する。

しかし，菊川観測装置及び本件各観測装置は，いずれも公益財団法人地震予知

総合研究振興会の東濃地震科学研究所により開発されたいわゆる東濃研タイプ

の観測装置であり（甲３の２），同一の構造を有するものであるから，本件各10 

観測装置についても被告が製造，販売したというべきである。そして，東濃研

タイプの観測装置には本件無線ユニットが組み込まれている（甲４，８）。 

被告は，被告工場において，本件無線ユニットを組み込んだ本件各観測装置

の総合組立てを行った上で，①自らの作成したソフトウェアを使用して総合検

査を行い，②埋設時の観測及び埋設後の連続観測を行い，データが正常に取得15 

できることの確認を行い，③現在もエンドユーザーと保守契約を締結して定期

的に本件各観測装置の点検を実施している（乙８～１３）。被告の作成したソ

フトウェアを使用して本件各観測装置の総合検査及びその後の連続観測を行う

には，本件各発明に係る信号伝送方法を使用することが不可欠であるから，被

告は本件各発明を実施している。 20 

〔被告の主張〕 

被告は，本件各観測装置について，センサー及び基板（電子回路部）を製作

して納品し，テクノ菅谷がセンサーを取り付けて耐圧容器に入れ，納品した機

構部や，システム技電が納品した無線基板を組み立てる作業や，電気的に接続

する作業をしたにとどまり，本件各観測装置全体を製造して納品したものでは25 

ない（乙８～１３）。そのため，本件各観測装置に本件無線ユニットが組み込
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まれているのかについても不知である。 

また，本件各発明は方法の特許であるところ，被告は測定機器メーカーであ

り，本件各発明に係る方法を含む何らの測定方法を実施していない。 

なお，被告が菊川観測装置全体を製造したのは，同装置が，一つのボーリン

グ孔の異なる深度に複数の観測機器を設置する多段式観測装置という原告独自5 

の発想に基づく特殊なものであり，原告が従前から指導を行っていた被告が観

測装置全体を製造するようにとの原告の強い意向があったためである。菊川観

測装置以外の本件各観測装置は，いずれも多段式のものではないから，被告は

その部品の製作，納品をしたにすぎない。 

４ 争点２－２（間接侵害の成否）について 10 

〔原告の主張〕 

被告は，本件無線ユニットを組み込んだ本件各観測装置の総合組立てを行い，

これらを製造，販売した上，総合検査並びに設置時及び設置後のデータ取得を

行っている。これらの行為は，特許法１０１条４号又は５号の間接侵害に当た

る。 15 

また，被告の行為は，「業として」するものであって，家庭的，個人的な実

施であるということはできない。 

〔被告の主張〕 

  被告は，本件各観測装置について，センサー及び基板（電子回路部）を製作

して納品したにとどまり，本件各観測装置全体を製造して納品したものではな20 

い。 

また，被告による総合検査の実施並びに本件各観測装置の設置時及び設置後

のデータの取得は，「業として」する生産，譲渡等若しくは輸入又は譲渡等の

申出をする行為（特許法１０１条４号，５号）に当たらない。 

５ 争点３（特許権者による無償実施の承諾の有無）について 25 

〔被告の主張〕 
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原告は，被告に対し，菊川観測装置に関して，本件特許権とは異なる特許権

の侵害を主張して不当利得の返還を求める訴えを提起したが，その第一審裁判

所（東京地裁平成３０年７月６日・同２９年（ワ）第１３００５号）は，原告

及び当時の特許権者であるテクノ東郷が，被告に対し，菊川観測装置の製造，

販売について黙示の許諾をしたとして，原告の請求を棄却した。平成１８年１5 

月付け工事仕様書（乙７）によれば，菊川観測装置には，無線ユニットが搭載

されており，原告は，その構成を十分に把握していたと考えられる（乙６）。

このため，本件無線ユニットで使用されているデジタル信号伝送方法が本件各

発明の構成要件を充足するとしても，原告は，そのことを十分に認識しながら，

黙示に許諾していたということができる。 10 

そして，菊川観測装置の構成は本件各観測装置と同一であるから，本件無線

ユニットで使用されている信号伝送方法が本件各発明の構成要件を充足すると

しても，原告は，遅くとも平成１８年１月には，そのことを十分に認識しつつ，

測定の中止や実施料の支払を求めてこなかったということができる。そうする

と，原告及びテクノ東郷は，本件各観測装置が本件各発明に係る信号送信方法15 

を使用することについて黙示に許諾していたといえる。 

  したがって，本件特許権侵害は成立しない。 

〔原告の主張〕 

  平成２２年４月２２日までは本件特許権の特許権者はテクノ東郷であり，テ

クノ東郷が，平成１８年頃，被告に対し実施料の支払を求めたところ，被告の20 

当時の社長及び副社長はこれを支払う旨の回答をした。テクノ東郷は，平成２

１年１月２２日以降，被告に対し，複数回にわたり，本件特許権の侵害に関わ

る通告をしており，黙示の許諾は認められない。 

６ 争点４（消滅時効の成否）について 

〔被告の主張〕 25 

  前記５〔被告の主張〕のとおり，原告は，遅くとも平成１８年１月には本件
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各観測装置による測定が本件各発明の構成要件を充足することを認識しており，

不当利得返還請求権を行使することができたから，本件各観測装置のそれぞれ

の設置の時から消滅時効が進行し，平成２０年６月９日以前に設置された観測

点に係る不当利得返還請求権については，消滅時効が完成している。 

  被告は，平成３０年１１月１９日の第１回弁論準備手続期日において，消滅5 

時効を援用する意思表示をしたので，これにより上記不当利得返還請求権は，

時効消滅した。 

〔原告の主張〕 

  前記５〔原告の主張〕のとおり，平成１８年１月時点の本件特許権の特許権

者はテクノ東郷であったから，原告には関係がなく，原告との関係において消10 

滅時効は成立しない。 

７ 争点５（原告の損失額）について 

〔原告の主張〕 

 (1) 被告は，本件特許権の侵害により，以下の利益を不当に利得した。 

  ア 本件各観測装置に実装された本件無線ユニットの数は５０セットであり，15 

１セット当たりの価値は販売価格換算で６００万円に相当する（甲５）。 

実施料率は，平成１９年における精密機械器具の技術分野に係る平均実

施料率７．０％を参考とし，これに，本件各発明の特質や寄与度等を考慮

すると，１０％が相当である。 

  そうすると，被告の本件各発明の実施に対し原告が受けるべき金銭の額20 

は，３０００万円（６００万円×０．１×５０セット）である。 

イ 原告は，被告に対し催告をした平成２１年１月２２日から３４４年と５

２５月（５０セットを１セットと換算した場合の期間に相当。甲６）分の

民法所定の法定利息１１６３万２５００円の支払を求める。 

 （計算式） 25 

  （６００万円×０．１×０．０５×３４４年）＋（６００万円×０．１
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×０．０５×５２５月÷１２月） 

 ＝１０３２万円＋１３１万２５００円 

 ＝１１６３万２５００円 

  (2) 原告の請求額（一部請求額） 

   原告は，被告に対し，不当利得に基づく返還請求権として３０００万円及5 

びこれに対する法定利息１１６３万２５００円の合計４１６３万２５００円

のうち１００万円並びにこれに対する平成３０年７月１０日（訴状送達日の

翌日）から支払済みまで年５分の割合による遅延損害金の支払を求める。 

〔被告の主張〕 

否認又は争う。 10 

第４ 当裁判所の判断 

１ 本件各発明の内容 

 (1) 本件明細書等には次の各記載がある（甲１）。 

  ア 発明の属する技術分野 

「この発明は，人が近づけない場所に設置した測定装置から受信装置に15 

デジタル信号を伝送する方法に関わる．この方法は，特に，地中に埋設し

て長期間使用する測定装置のデータ伝送方法に関わり，測定装置を落雷か

ら保護する構成であるし，測定装置のケーブルを少なくできる構成であ

る．」【発明の属する技術分野】 

イ 従来の技術 20 

「地中に埋設したひずみ計や傾斜計の場合，測定装置の信号線や電源線

は装置と一体となっており，これらのケーブルは埋設した測定装置と地表

の測定装置との間で，直接接続されている．このため，測定装置のケーブ

ルが長くなると重量が増加し測定装置を埋設しにくい．また，この信号線

が長くなると誘導電圧の影響で測定結果が乱れるし，落雷によって生じる25 

高い誘導電圧で，埋設した測定装置の電子回路が故障する．電子回路が故
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障した場合，経費をかけて測定装置を再設置せねばならない．」【従来の

技術】 

ウ 発明が解決しようとする課題 

  「この発明では，測定装置に信号線を取り付けることなくデジタル信号

を受信装置に伝送する方法を提供する．また，測定装置に電力を送る同軸5 

ケーブルを介して信号を伝送し，ケーブルの重量を減らす方法を提供する．」

【発明が解決しようとする課題】 

エ 課題を解決するための手段 

  「人が近づけない場所に設置した測定装置のデジタル信号を受信装置に

伝送する方式において，本発明で講じた手段は，図１で示したように測定10 

装置近傍にカップリングさせたアンテナ１００を設け，電波を介して同軸

ケーブルで信号を伝送するようにしたことである．」【課題を解決するた

めの手段】 

 

オ 発明の実施の形態 15 

  「本発明の実施例を図２で示した．図２において，地中に埋設した測定

装置２００にデジタル値を電波に変換するユニット２０１を設け，その２

０１にアンテナ２０２を設ける．この２０２より電波を送出し，カップリ

ングさせたアンテナ２０３で受信する．２０３は地表の受信装置２０５に

取り付けた同軸ケーブル２０４の先端に設ける．アンテナ２０２と２０３20 

のカップリングは２００の内部か近傍で行う．２０５では伝送された電波

による信号をデジタル信号に変換する．２０１で微弱電波で信号を送出し
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たとしても２０２と２０３を２から３ｃｍの距離でカップリングさせれば

電界強度は十分大きく，同軸ケーブルであれば１Ｋｍ程度の距離まで信号

の伝送ができる．カップリングの距離を短くすれば電界強度はより大きく

なって，信号の伝送距離を長くできる． 

図３は埋設した測定装置の電源線に同軸ケーブルを使用し，この同軸ケー5 

ブルと信号線を兼用する実施例である．図２と同様に，埋設した測定装置

３００にデジタル信号を電波に変換するユニット３０１を設け，その３０

１にアンテナ３０２を設ける．この３０２とカップリングさせたアンテナ

３０３を，コンデンサー３０６を介して地表の受信装置３０５に取り付け

た同軸ケーブル３０４の先端に取り付ける．アンテナのカップリングは３10 

００の内部か近傍で行う．３０５の直流電源用の電源線としての３０４と

３０３を，３０６を使用して接続しても，インピーダンスをマッチングさ

せればデータ伝送は可能である．必要であればマッチングに複数の３０６

を使用する． 

図４は，図２や図３とは信号の伝送方向が逆になった構成の実施例である．15 

この実施例では，地表の送信装置４０５より埋設した測定装置の制御信号

等のデジタル信号を電波に変換し，その変換された電波を同軸ケーブル４

０４で送信し，カップリングされたアンテナ４０３，４０２を介してその

電波を受信ユニット４０１で受信し，埋設した測定装置４００でデジタル

信号に変換する．４０５で微弱電波で信号を送出したとしても４０２と４20 

０３を２から３ｃｍの距離でカップリングさせれば電界強度は十分大き

く，同軸ケーブルであれば１Ｋｍ程度の距離まで信号の伝送ができる．前

述の場合と同様に，カップリングの距離を短くすれば電界強度を大きくで

きるため，信号の伝送距離が長くなる． 

図２から図４の実施例で記述した信号の伝送方法は，測定装置を地中に埋25 

設して使用する場合についてである．測定装置を海底や水中に設置しても
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前述した方法で信号の伝送ができるし，人が近づくと危険である地滑り地

帯や建造物内部に測定装置を設置した場合でも前記した方法で信号の伝

送ができる．」【発明の実施の形態】 

 

 5 

 

カ 発明の効果 

  「この発明では，人が近づけない場所に設置した測定装置の信号線をな

くする方法を提供した．この方法であれば，１）測定装置は信号線を介し

て進入する誘導電圧の影響を受けなくなり，測定結果が乱れない．また，10 

２）故障の原因である落雷の影響による誘導電圧が，設置した測定装置の

電子回路に加わらなくなる．電子回路が故障しなければ測定装置を再設置

する経費を削減できる．一方，設置した測定装置の電源線と信号線を兼用

すれば， 測定装置に取り付けるケーブルの重量を減らすことができ，測定

装置を設置しやすくする． 15 

ファイバー線を用いて光によってデータの伝送を行えば，上記した１），
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２）の問題は解決できる．けれども，現時点では，ファイバー線をステン

レスパイプに入れる必要がある．このため，ケーブルを簡単に曲げること

ができず，測定装置が設置しにくい．また，光 を用いた信号の伝送方法は

消費電流が多く，微弱電波により信号を伝送する場合の約１０倍になる．

したがって，測定装置を離れた地点に設置したり，深い地点に埋設するに5 

は， 電源線による電圧降下が小さい微弱電波による方法が優れている．し

かも，周波数の違う電波を使用すれば，同じ同軸ケーブルで複数の地点か

ら，同時に，データ伝送することが可能である．」【発明の効果】 

 (2) 本件各発明の意義 

   本件各発明の特許請求の範囲の記載及び前記(1)によれば，本件各発明は，10 

①地中に埋設して長期間使用する測定装置のデータ伝送方法に関するもので

あって，②埋設した測定装置と地表の測定装置を接続する信号線や電源線と

いったケーブルが長くなると，重量が増加し測定装置を埋設しにくくなり，

誘導電圧の影響によって測定結果が乱れ，また，落雷によって生じる高い誘

導電圧によって埋設した測定装置の電子回路が故障し，再設置のために経費15 

がかかるという課題を解決するため，③測定装置近傍に２～３ｃｍの距離で

カップリングさせたアンテナを設け，電波を介して同軸ケーブルで信号を伝

送する構成（請求項１及び３）及び測定装置に信号線を取り付けることなく，

電力を送る同軸ケーブルを介して信号を伝送し，ケーブルの重量を減らす構

成（請求項２）を採ることにより，④故障の原因である落雷の影響による誘20 

導電圧が測定装置の電子回路に加わらなくなり，故障した際に生じる再設置

の経費を削減できるとともに，電源線と信号線の兼用によりケーブルの重量

を減らすことで測定装置が設置しやすくなり，さらに，測定装置は信号線を

介して侵入する誘導電圧の影響を受けなくなり，測定結果が乱れないという

効果を奏するものであると認められる。 25 

２ 争点１－１（構成要件１Ｃの充足性）について 
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 (1) 構成要件１Ｃは，「前記手段により変換した電波を，歪計や傾斜計内部に

おいて２～３ｃｍの距離でカップリングさせた同軸ケーブルの先端に付けた

アンテナを介して同軸ケーブルで送出する手段と，」というものであり，本

件明細書等の段落【発明の実施の形態】には，「２０１で微弱電波で信号を

送出したとしても２０２と２０３を２から３ｃｍの距離でカップリングさせ5 

れば電界強度は十分大きく，同軸ケーブルであれば１Ｋｍ程度の距離まで信

号の伝送ができる．」との記載があり，図２はアンテナ２０２と２０３との

間に空間があることを示している。 

上記のような特許請求の範囲及び本件明細書等の記載に照らせば，構成要

件１Ｃは，「同軸ケーブルの先端に付けたアンテナ」が相互に「２～３ｃｍ」10 

の距離にあることを要するものであると認められる。 

(2) 本件無線ユニットにおいては，無線基板上のトロイダルトランスを構成す

る２本の導線が，構成要件１Ｃの「アンテナ」に相当する。 

後掲証拠によれば，菊川観測装置に組み込まれた無線ユニット内の無線基

板には，トロイダルトランス及び２回路入りコンパレータ（外形：ＤＩＰ８）15 

があり，同コンパレータの外形寸法は，長手方向に８．８±０．３ｍｍ，短

手方向に６．４±０．２ｍｍであることが認められ（乙２の１・５・６，２

０～２３），同コンパレータの寸法をもとにトロイダルトランスの長手方向

の寸法を計算すると，１２．２ｍｍであると認められる（乙２の７）。トロ

イダルトランスは，２本の導線を束ねて円状のものに巻き付ける構造であり20 

（乙１９），２本の導線はほとんど接しているに等しい状態であるから（乙

２），トロイダルトランスの長手方向の寸法に照らしても，２本の導線の間

の距離は，２ｃｍよりも短いと認められる。 

そして，原告の主張によれば，原告菊川観測装置と本件各観測装置は同じ

タイプの観測装置であり，同じ構造を有するというのであるから，本件各観25 

測装置に組み込まれた本件無線ユニットについても，２本の導線の距離は，
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２ｃｍよりも短いと認めるのが相当である。 

 (3) これに対して，原告は，甲４の５に示された部品の配置図等に基づき，イ

号方法の実施に使用する本件無線ユニットにおいて，無線通信で利用してい

る空域（同軸ケーブルの先端の取付部からアレスタの取付部まで）の距離は

３ｃｍであると主張するが，前記判示のとおり，構成要件１Ｃの「２～３ｃ5 

ｍ」はカップリングさせたアンテナ間の距離であって，「無線通信で利用し

ている空域」の距離ではないので，原告の主張は採用できない。 

(4) したがって，本件無線ユニットの使用するデジタル信号伝送方法は，構成

要件１Ｃの「２～３ｃｍの距離」を充足しない。 

３ 争点１－２（均等侵害の成否）について 10 

原告は，本件無線ユニットの信号伝送方法が，構成要件１Ｃにおける「２～

３ｃｍの距離」との構成を充足しないとしても，この相違点は本件各発明に係

る方法と均等なものということができるので，均等侵害が成立すると主張する

ので，以下検討する。 

 (1) 第１要件（非本質的部分）について 15 

  ア 前記判示のとおり，本件各発明は，埋設した測定装置と地表の測定装置

を接続する信号線等のケーブルが長くなると，誘導電圧の影響によって測

定結果が乱れ，また，落雷によって生じる高い誘導電圧によって埋設した

測定装置の電子回路が故障するなどの課題を解決するため，測定装置近傍

に２～３ｃｍの距離でカップリングさせたアンテナを設け，電波を介して20 

同軸ケーブルで信号を伝送する構成を採ることにより，上記課題の解決を

図るものであると認められる。 

    そして，カップリングさせたアンテナの距離については，その距離が大

きくなりすぎると十分な電界強度が確保できず，信号の伝送に支障が生じ

る可能性がある一方（本件明細書等の【発明の実施の形態】），その距離25 

が小さくなりすぎると，落雷に伴う誘導電圧から測定装置内部の電子回路
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を保護する能力が低下することから，上記課題の解決が困難になるものと

考えられる。本件各発明において，カップリングさせたアンテナ間の距離

を「２～３ｃｍ」としたのは，この距離が相反する上記の要請をいずれも

満たすからであると解するのが相当である。 

   このことは，前記前提事実(5)記載のとおり，カップリングの距離を5 

２～３ｃｍとすることによる臨界的意義は認められないから，当業者

が行う単なる設計事項にすぎないとした平成１７年２月２日付け拒絶

理由通知書（乙１５の４）に対し，原告が，同年３月１６日付け意見書

（乙１５の６）において，「ボアホール内で使用する歪計や傾斜計は，

直径約１０ｃｍ程度で，気密性が高い空域に収納しなければなりませ10 

ん．…多数の回路を収容する必要があり，アンテナ部分の空域は小さく

することが望まれます．しかし，測定装置を小さくする目的で，アンテ

ナ部分をあまり密結合構造にすると，本来の目的である落雷に伴う誘

導電圧から，測定装置内部の電子回路を保護する能力が低下します．こ

れらの相反する条件を参酌し，２～３ｃｍ離すことが最も適した距離15 

であるといたしました．」と説明していることからも明らかである。 

  以上の事実によれば，カップリングされたアンテナ間の距離は，上記の

相反する２つの要請を調和させ，本件各発明の効果を奏する上で本質的な

部分というべきである。 

イ これに対し，原告は，本件明細書等の段落【発明の実施の形態】に「カ20 

ップリングの距離を短くすれば電界強度はより大きくなって，信号の伝送

距離を長くできる」との記載があり，これはカップリングの距離を２～３

ｃｍよりも短くすることを示唆しているから，上記相違点は，本件各発明

の本質的部分に当たらないと主張する。 

  しかし，原告の指摘する上記記載は，カップリングしたアンテナ間の距25 

離を２～３ｃｍまで短くすることの技術的意義を説明する記載にすぎず，
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本件各発明において，上記距離を２ｃｍより更に短くすると，平成１７年

３月１６日付け意見書（乙１５の６）にも記載されているとおり，落雷に

伴う誘導電圧から測定装置内部の電子回路を保護する能力が低下するので

あるから，本件明細書等の上記記載が，上記距離を２ｃｍより更に短くす

ることを示唆しているということはできない。 5 

ウ したがって，本件無線ユニットの信号伝送方法は，均等の第１要件を充

足しない。 

  (2) 第５要件について 

    前記前提事実(5)記載のとおり，原告は，平成１６年１１月１１日付け手続

補正書（乙１５の２）により，「２～３ｃｍの距離で」との構成を付加し，10 

その理由について，平成１７年３月１６日付け意見書において，「ボアホー

ル内で使用する歪計や傾斜計は，直径約１０ｃｍ程度で，気密性が高い空域

に収納しなければなりません．…多数の回路を収容する必要があり，アンテ

ナ部分の空域は小さくすることが望まれます．しかし，測定装置を小さくす

る目的で，アンテナ部分をあまり密結合構造にすると，本来の目的である落15 

雷に伴う誘導電圧から，測定装置内部の電子回路を保護する能力が低下しま

す．これらの相反する条件を参酌し，２～３ｃｍ離すことが最も適した距離

であるといたしました．」と説明していることによれば，原告が，カップリ

ングさせたアンテナ間の距離を２～３ｃｍに限定し，それ以外の距離を意識

的に除外したものというべきである。 20 

    したがって，本件無線ユニットの信号伝送方法は，均等の第５要件を充足

しない。 

  (3) 以上によれば，本件無線ユニットの信号伝送方法は，均等の第１要件及び

第５要件を充足せず，均等侵害は成立しない。 

４ 結論 25 

以上によれば，その余の点につき判断するまでもなく，原告の請求は理由が
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ないから，これを棄却することとし，主文のとおり判決する。 

東京地方裁判所民事第４０部 

 

裁判長裁判官 

                          5 

   佐   藤   達   文 

 

裁判官 

                       

𠮷   野   俊 太 郎 10 

 

裁判官 

                          

   今   野   智   紀 

  15 
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（別紙） 

イ号方法目録 

 

（請求項１に対応） 

（ａ） 地表のデータ処理装置と，ボアホール用のひずみ計や傾斜計が一体となっ5 

た観測装置とは，長い同軸ケーブルで接続されており，観測装置を構成する

ボアホール用のひずみ計や傾斜計の信号は，観測装置内部においてＡ／Ｄ変

換器でデジタル化され， 

（ｂ） そのデジタル化されたデータは電波に変換する手段で 

（ｃ） 電波に変換されており， 10 

（ｄ） 前記手段で変換された電波は，同軸ケーブルの先端に付けられたアンテナ

を介して同軸ケーブルで送出される手段で送出され， 

（ｅ） 前記手段で送出された電波を， 

（ｆ） 長い同軸ケーブルに接続されたデータ処理装置（受信装置）内で，デジタ

ル値に変換する手段を有した， 15 

（ｇ） アンテナカップリングによるデジタル信号伝送方法，である。 

 

（請求項２に対応） 

（ｈ） 観測装置の電源はデータ処理装置から同軸ケーブルで供給され，長い同軸

ケーブルが，信号線と電源線とを兼ねており，観測装置とデータ処理装置間20 

で，同軸ケーブルによりデジタルデータが伝送される，デジタル信号伝送方

法である。 

 

（請求項３に対応） 

（ｉ） 地表に設置したデータ処理装置から，観測装置に世界標準時刻に同期した25 

ＰＰＳ信号（デジタル信号）が伝送される，デジタル信号伝送方法である。 


